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議案第３号

　令和６年度富山県東部消防組合の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,013,201千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

　（地方債）

第２条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、

　「第２表　地方債」による。

　（一時借入金）

第３条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、200,000千円と定める。

　　令和６年２月26日　提出

令和６年度富山県東部消防組合一般会計予算

富山県東部消防組合管理者　　村　椿　　晃
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　　第１表　歳入歳出予算

　歳入 （単位：千円）

款 項 金　　　額

 １．分担金及び負担金 1,274,928

１．負担金 1,274,928

 ２．使用料及び手数料 1,312

１．手数料 1,312

 ３．県支出金 7,321

１．県負担金 6,200

２．県補助金 1,121

 ４．繰越金 1

１．繰越金 1

 ５．諸収入 139

１．雑入 139

 ６．組合債 729,500

１．組合債 729,500

2,013,201

　歳出 （単位：千円）

款 項 金　　　額

１．議会費 951

１．議会費 951

２．総務費 352

１．総務管理費 281

２．監査委員費 71

３．消防費 1,930,791

１．消防費 1,930,791

４．公債費 80,106

１．公債費 80,106

５．予備費 1,000

１．予備費 1,000

６．諸支出金 1

１．諸費 1

2,013,201

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計
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　　第２表　地方債
（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

消防総合管理システム整備事業 468,000 普通貸借又は証券発行
年４.０％以内 借入先の融通条件による。

先端屈折式30ｍ級はしご付消防自動車
購入事業

213,600 （ただし、利率見直し方式で借り入れる
　資金について、利率の見直しを行った

ただし、組合財政の都合により、据置
期間及び償還期限を短縮し、もしくは

庁舎照明器具ＬＥＤ化更新事業 25,200
　後においては、当該見直し後の利率） 繰上償還又は低利債に借換えすること

ができる。

ＩＰ電話交換設備更新事業 13,000

通信指令室改修工事 4,700

通信指令室仮眠用ベッド購入事業 5,000

計 729,500
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１．総括表

　（歳　入） （単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　較

１．分担金及び負担金 1,274,928 1,240,287 34,641

２．使用料及び手数料 1,312 1,312 0

３．県支出金 7,321 7,321 0

４．繰越金 1 1 0

５．諸収入 139 139 0

６．組合債 729,500 80,600 648,900

歳　　入　　合　　計 2,013,201 1,329,660 683,541

　（歳　出）

国県支出金 地方債 その他

１．議会費 951 943 8 0 0 0 951

２．総務費 352 350 2 0 0 0 352

３．消防費 1,930,791 1,185,192 745,599 7,321 729,500 1,451 1,192,519

４．公債費 80,106 142,174 △ 62,068 0 0 0 80,106

５．予備費 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

６．諸支出金 1 1 0 0 0 1 0

歳　　出　　合　　計 2,013,201 1,329,660 683,541 7,321 729,500 1,452 1,274,928

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

（単位：千円）

款 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　較

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一般財源
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　２．歳入
　　（款）１．分担金及び負担金

　　　（項）１．負担金 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

組合運営費負担金 1,270,868 1,240,287 30,581 組合運営費負担金 1,270,868 消防組合運営費負担金 1,270,868

3 1

雄山丸運行事業負担金 4,060 0 4,060 雄山丸運行事業負担金 4,060 運行事業費（事業分） 4,000

運行事業費（人件費分） 60

　　（款）２．使用料及び手数料

　　　（項）１．手数料 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

消防手数料 1,312 1,312 0 消防手数料 1,312 危険物施設設置許可検査手数料 1,301

り災証明手数料 4

救急搬送証明書交付手数料 4

防火管理講習修了証等再交付手数料 2

気象観測手数料 1

　　（款）３．県支出金

　　　（項）１．県負担金 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

消防費負担金 6,200 6,200 0 消防費負担金 6,200 消防防災航空隊員派遣人件費負担金 6,200

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明

計 1,274,928 1,240,287 34,641 1,274,928

計 1,312 1,312 0 1,312

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明

計 6,200 6,200 0 6,200
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　　（款）３．県支出金

　　　（項）２．県補助金 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

消防費補助金 1,121 1,121 0 消防費補助金 1,121 消防防災航空隊員派遣助成金 1,121

　　（款）４．繰越金

　　　（項）１．繰越金 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

繰越金 1 1 0 前年度繰越金 1 前年度繰越金 1

　　（款）５．諸収入

　　　（項）１．雑入 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

雑入 139 139 0 雑入 139 気象観測謝礼 32

事務費他 107

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明

計 1,121 1,121 0 1,121

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明

計 1 1 0 1

計 139 139 0 139
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　　（款）６．組合債

　　　（項）１．組合債 （単位：千円）

区　　分 金　　額

1 1

消防債 729,500 80,600 648,900 消防債 729,500 消防総合管理システム整備事業 468,000

先端屈折式30ｍ級はしご付消防自動車購入事業 213,600

庁舎照明器具ＬＥＤ化更新 25,200

ＩＰ電話設備更新 13,000

通信指令室改修工事 4,700

通信指令室仮眠用ベッド 5,000

計 729,500 80,600 648,900 729,500

目 本　年　度 前　年　度 比　較
節

説　　　　　　　　明
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　３．歳出
　　（款）１．議会費

　　　（項）１．議会費 （単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

 1  1  1

議会費 951 943 8 報酬 208 組合議会費 951 0 0 0 951 議員報酬(10名) 208

 8 議員費用弁償 40

旅費 640 消防行政視察 600

 9 議長交際費 50

交際費 50 事務費等 33

10 郵便料 20

需用費 33

11

役務費 20

計 951 943 8 951 0 0 0 951

　　（款）２．総務費

　　　（項）１．総務管理費 （単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

 1  1  1

一般管理費 281 281 0 報酬 105 組合運営費 281 0 0 0 281 管理者、副管理者報酬(４名) 105

 8 管理者、副管理者旅費　 106

旅費 106 管理者交際費 50

 9 事務費等 20

交際費 50

10

需用費 20

計 281 0 0 0 281

区　分 金　額
特　　定　　財　　源

特　　定　　財　　源
一般財源

財　　　源　　　内　　　訳
説　　　　　　明

一般財源

目 本年度 前年度 比　較
節

目 本年度 前年度 比　較
節

財　　　源　　　内　　　訳
説　　　　　　明

区　分 金　額
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　　　（項）２．監査委員費 （単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

 1  1  1

監査委員費 71 69 2 報酬 40 監査委員費 71 0 0 0 71 監査委員報酬(２名) 40

 8 監査委員費用弁償 12

旅費 12 事務費等 15

10 郵便料 4

需用費 15

11

役務費 4

計 71 0 0 0 71

計 352 350 2 352 0 0 0 352

　　（款）３．消防費

　　　（項）１．消防費 （単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

 1  1  1 会計年度任用職員(１名) 1,600

消防本部費 1,165,406 1,089,753 75,653 報酬 1,650 給与費（本部） 1,021,463 6,200 0 0 1,015,263 組合職員(再雇用含む)

 2 　給料 461,075

給料 461,075 　職員手当等 330,244

 3 　共済費 161,280

職員手当等 330,244 会計年度任用職員公務災害補償 200

 4 会計年度任用職員旅費 64

共済費 161,280 退職手当負担金 67,000

 5  5 産業医報酬 50

災害補償費 200 本部運営費 80,903 1,121 0 1,416 78,366 外部講師等謝礼 30

 7 （総務課） 職員研修等旅費 666

報償費 30 事務用消耗品等 2,678

 8 新採職員制服・活動服等 2,437

旅費 1,453 職員貸与品 2,853

10 印刷製本費 100

需用費 40,918 光熱水費 13,775

本部・署所庁舎修繕料 1,650

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源
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事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

(消防本部費) 11 （本部運営費） システム保守修繕料 400

役務費 9,353 （（総務課）） 通信運搬費 2,790

12 市有物件共済費（建物）等 462

委託料 46,600 資格取得受験手数料等 67

13 庁舎維持管理費等 4,564

使用料及び 30,888 定期健康診断等 996

賃借料 例規システムデータ更新費 440

17 職員採用試験 150

備品購入費 4,918 顧問弁護士委託料 264

18 消防情報システム運用・保守料 13,200

負担金補助 75,257 ＩＰ電話設備保守点検委託料等 581

及び交付金 財務書類等検証・助言業務 220

26 複合機使用料等 2,183

公課費 1,540 ネットバンキング利用料 66

消防ネットワークシステム賃貸借料

　サーバ機器リース料 9,492

　内部情報系システムリース料 10,342

　ネットワーク機器再リース料 947

例規システム使用許諾料 660

ＺＯＯＭプロライセンス料 36

寝具賃借料 2,519

システムセキュリティー対策費 883

署車両リース料等 138

全国消防長会負担金等 660

公務災害補償事務負担金等 2,022

消防学校入校負担金等 2,582

 6 職員研修等旅費 97

本部運営費 1,634 0 0 2 1,632 事務用消耗品等 384

（予防課） 消火体験用LPG 6

予防技術者検定手数料等 31

消火体験用LPG耐圧検査料 4

火災調査用資機材等 674

消防大学校入校負担金 438

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源
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事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

(消防本部費)  7 職員研修旅費等 626

本部運営費 36,016 0 0 0 36,016 事務用消耗品等 335

（警防課） 救急用消耗品 3,600

救助用消耗品 1,167

潜水用資機材消耗品等 33

新規養成救急救命士救急服等 71

車両・庁舎用燃料費 8,463

緊急消防援助隊食料 50

傷病者引渡書印刷 96

車両修繕費 2,000

潜水用資機材修繕 170

船舶検査手数料等 17

大型車両タイヤ交換費等 4

市有物件共済費（車両）等 1,033

法定点検等 3,257

携帯電話料 930

各種手数料 92

高圧コンプレッサー点検料等 525

潜水隊用資機材点検 50

はしご車保守点検 594

血液抗体検査・ワクチン接種 394

潜水士健康診断 165

救急救命士病院実習 1,122

救急業務事後検証料 300

感染性廃棄物収集運搬処分 1,003

救急車積載機器保守点検 520

ドローン資格者育成費 726

小型移動式クレーン運転技能講習 96

潜水訓練施設使用料 35

署車両リース料 471

潜水用資機材 583

消防用ホース購入費 1,452

空気ボンベ（圧力計内蔵型） 1,164

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源
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事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

(消防本部費) （本部運営費） ガス検知器 702

（（警防課）） 大判プリンター 13

救急用タブレット 330

ＭＣ負運営担金 127

各種負担金 2,160

車両重量税 1,540

 8 事務用消耗品等 50

本部運営費 25,390 0 0 33 25,357 通信指令装置関係修繕費 600

（通信指令課） 通信費・印紙代 666

高機能消防指令センター保守費 19,309

地下タンク定期点検業務 17

Live119初期・NET119再設定費等 1,144

防災行政無線移設業務 374

消防指令回線使用料等 719

統合型発信地位置情報通知シス

　テム回線使用料 1,692

ＡＶＭ編集装置リース料 276

多言語通訳コールセンターサー

　ビス料 198

FireChief通信料 77

防災行政無線維持管理負担金 268

計 1,165,406 7,321 0 1,451 1,156,634

 2  7  1 報償費 10

消防署費 6,727 9,280 △ 2,553 報償費 30 魚津署運営費 1,656 0 0 0 1,656 事務用消耗品等 150

10 救助用消耗品等 76

需用費 4,104 消防車両等消耗品 275

11 災害現場活動用飲料水等 30

役務費 917 車両修繕費等 331

12 大型車両タイヤ交換費等 133

委託料 338 ボンベ耐圧検査料 148

13 車両クレーン年次点検 63

使用料及び 224 その他使用料 47

賃借料 木材等 30

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳
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事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

(消防署費) 15 （魚津署運営費） 送排風機ダクト 328

原材料費 30 各種負担金 35

17  2 報償費 10

備品購入費 1,042 滑川署運営費 2,560 0 0 0 2,560 事務用消耗品等 140

18 救助用消耗品等 148

負担金補助 42 消防車両等消耗品 489

及び交付金 災害現場活動用飲料水等 30

車両修繕費等 397

大型車両タイヤ交換費等 186

ボンベ耐圧検査料 84

ボンベ廃棄 55

車両クレーン年次点検 78

地下タンク配管機密検査業務 77

ポンプ性能検査業務 19

コピー機保守点検 24

機器リース料 43

その他使用料 59

救助用資機材 714

各種負担金 7

 3 報償費 10

上市署運営費 2,511 0 0 0 2,511 上市消防署

　事務用消耗品等 181

　救助用消耗品等 102

　救急用消耗品等 143

　車両用消耗品等 519

　災害現場活動用飲料水 30

　車両修繕費等 702

　ボンベ耐圧検査等 181

　大型車両タイヤ交換費等 45

　ポンプ性能検査業務 22

　その他使用料 38

舟橋分遣所

　事務用消耗品等 90

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源
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事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

(消防署費) （上市署運営費） 　救助用消耗品等 82

　車両用消耗品等 60

　災害現場活動用飲料水 5

　車両修繕費等 124

　ボンベ耐圧検査等 120

　大型車両タイヤ交換費等 20

　その他使用料 37

計 6,727 0 0 0 6,727

 3  8  1 中間検査旅費 151

消防施設費 754,598 86,159 668,439 旅費 151 消防本部施設 754,598 0 729,500 0 25,098 滑川署車庫シャッター修繕 1,080

10 整備費 庁舎照明器具ＬＥＤ交換 28,000

需用費 31,046 滑川署自家用発電設備整備修繕 1,617

11 上市署受変電設備機器更新修繕 349

役務費 176 保険料・手数料等 176

12 消防総合管理システム整備事業

委託料 7,415 　監理業務委託費 7,260

13 上市署受変電設備コンデンサ

使用料及び 171 　分析・廃棄業務委託費 155

賃借料 監視カメラ更新・増設工事 171

14 消防総合管理システム整備事業 470,000

工事請負費 492,985 ＩＰ電話交換設備更新 15,400

17 消防デジタル無線システム遠隔

備品購入費 222,389 　接続移設改修 1,275

26 議場改修工事 3,368

公課費 265 通信指令室改修工事 2,942

先端屈折式30ｍ級はしご付消防車 215,600

通信指令課仮眠用ベッド等 6,789

重量税 265

計 754,598 0 729,500 0 25,098

 4  3  1

連携事業費 4,060 0 4,060 職員手当等 60 雄山丸運行事業費 4,060 0 0 0 4,060 雄山丸出動手当 60

 7 一般協力者謝礼(２名) 22

報償費 22 救助資器材消耗品等 541

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

区　分 金　額
説　　　　　　明特　　定　　財　　源

一般財源
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事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

（連携事業費） 10 （雄山丸運行事業費） 燃料費(軽油) 600

需用費 2,550 船内非常食 40

11 上架修繕費等 1,369

役務費 770 船舶検査料・保険料等 770

12 保守点検料 550

委託料 550 船揚場使用料等 108

17

備品購入費 108

計 4,060 0 0 0 4,060

計 1,930,791 1,185,192 745,599 1,930,791 7,321 729,500 1,451 1,192,519

（単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

1 22  1

元金 77,306 139,714 △ 62,408 償還金利子 77,306 元金 77,306 0 0 0 77,306 起債元金償還金 77,306

及び割引料

計 77,306 0 0 0 77,306

2 22  1

利子 2,800 2,460 340 償還金利子 2,800 利子 2,800 0 0 0 2,800 起債利子償還金 2,800

及び割引料

計 2,800 0 0 0 2,800

計 80,106 142,174 △ 62,068 80,106 0 0 0 80,106

（単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

 1 30  1

予備費 1,000 1,000 0 予備費 1,000 予備費 1,000 0 0 0 1,000 予備費 1,000

計 1,000 1,000 0 1,000 0 0 0 1,000

　　（款）５．予備費

　　　（項）１．予備費

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源

　　（款）４．公債費

　　　（項）１．公債費

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源

一般財源
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（単位：千円）

事業名 金　額
国県支出金 地方債 その他

 1 22  1

返還金 1 1 0 償還金利子 1 組合運営費負担金 1 0 0 1 0 前年度組合運営費負担金 1

及び割引料 返還金

計 1 1 0 1 0 0 1 0

説　　　　　　明
区　分 金　額

特　　定　　財　　源
一般財源

　　（款）６．諸支出金

　　　（項）１．諸費

目 本年度 前年度 比　較
節 財　　　源　　　内　　　訳
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（単位：千円）

令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 末 令 和 ６ 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 当 該 年 度 中 当該年度中元金 現 在 高 見 込 額

(A) 起 債 見 込 額 (B) 償 還 見 込 額 (C) (A)+(B)-(C)

　⑴ 高 機 能 消 防 指 令 セ ン タ ー

指 令 台 整 備 事 業

　⑵ 高 機 能 消 防 指 令 セ ン タ ー

建 設 事 業

　⑶ 上 市 消 防 署 舟 橋 分 遣 所

建 設 事 業

　⑷ は し ご 付 消 防 ポ ン プ 自 動 車

整 備 事 業

　⑸ 消 防 救 急 デ ジ タ ル 無 線

整 備 事 業

　⑹ 特 別 救 助 隊 用 資 機 材

整 備 事 業

　⑺ 上 市 消 防 署 舟 橋 分 遣 所

消 防 ポ ン プ 自 動 車 整 備 事 業

　⑻ 高 機 能 消 防 指 令 セ ン タ ー

通 信 指 令 装 置 部 分 更 新 事 業

　⑼ 魚 津 消 防 署

救 助 工 作 車 整 備 事 業

24,480

0

0

区　　　　　分

令和６年度中増減見込み

１．普通債

42,800 0 0 0

0

36,724

19,816 9,904 0 9,904

30,602 0 6,122

273,438 234,372 0 39,066 195,306

015,300 0 0

0

16,800 11,200 0 5,600 5,600

4,300 0 0 0

43,000 38,222 0 4,778 33,444

地方債の令和４年度末における現在高並びに令和５年度末
及び令和６年度末における現在高の見込みに関する調書

47,34011,836059,17671,012
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令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 末 令 和 ６ 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 当 該 年 度 中 当該年度中元金 現 在 高 見 込 額

(A) 起 債 見 込 額 (B) 償 還 見 込 額 (C) (A)+(B)-(C)

区　　　　　分

令和６年度中増減見込み

　⑽ 消 防 庁 舎 照 明 器 具

Ｌ Ｅ Ｄ 化 改 修 事 業

　⑾ 消防総合管理システム整備事業

実 施 設 計 委 託

　⑿ 魚 津 消 防 署

化 学 消 防 車 購 入 事 業

　⒀ 消 防 総 合 管 理 シ ス テ ム

整 備 事 業

　⒁ 先 端 屈 折 式 30 ｍ 級 は し ご 付

消 防 自 動 車 購 入 事 業

　⒂ Ｉ Ｐ 電 話 交 換 設 備

更 新 事 業

　⒃ 通 信 指 令 室 改 修 工 事

　⒄ 通 信 指 令 室 仮 眠 用

ベ ッ ド 購 入 事 業

0 0 4,700 0 4,700

0 0 13,000 0 13,000

0 0 213,600 0 213,600

0 0 468,000 0 468,000

0 69,000 0 0 69,000

1,117,470合　　　　　　計 523,190 465,276 729,500 77,306

0 0 5,000 0 5,000

28,200

0 9,800 0 0 9,800

0 3,000 25,200 0
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職員数 期末手当 共済費 合計 備考

報酬 給料 (千円） その他 計

年間支給率 手当

(人） (千円） (千円） （月分） (千円） (千円） (千円） (千円）

管理者等 4 105 0 0 0 105 0 105

議員 10 208 0 0 0 208 0 208

その他特別職 3 90 0 0 0 90 0 90

計 17 403 0 0 0 403 0 403

管理者等 4 105 0 0 0 105 0 105

議員 10 208 0 0 0 208 0 208

その他特別職 3 90 0 0 0 90 0 90

計 17 403 0 0 0 403 0 403

管理者等 0 0 0 0 0 0 0 0

議員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他特別職 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

比較

給　与　費　明　細　書
１．特別職

区　分

給　　与　　費

本年度

前年度
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（1）　総　　　　括

※（　　）内は、再任用職員、会計年度職員について外書きしたもの

　　職員手当の内訳

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

比　　　　　較 1,600 315,263 221,269

本　　年　　度
125

1,600

前　　年　　度 0
52

△ 2

145,812 108,975

461,075 330,244

（３）

組合採用職員

(千円）

負担金補助
及び交付金
（退職手当）

(千円）

(千円)

夜間勤務 休日勤務 住　居

(千円) (千円)

災害補償費 旅費

694,311

50,148 0 22,217 327,152

111,132 200 64 44,783

161,280 200

13,590

4,500

9,090

管理職特勤
手　当

(千円)

1,600

0

1,600

6,600

職　員　手　当 221,269
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 221,269 再任用、会計年度分含む

区　　　　　分 増　減　額　(千円） 増　減　事　由　別　内　訳　(千円） 説　　　　明 備　　　　考

給　　　　　　料 315,263

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 1,666

昇 給 に 伴 う 増 加 分 3,535

そ の 他 の 増 減 分 310,062 再任用、会計年度分含む

3,361 3,042 5,745 19,262 1,810

(千円）

2,400 3,600 3,600 20,738

5,761 6,642 9,345 40,000 8,410

(千円）

(千円) (千円)

792,919

(千円)

(千円）

比　　　較 13,704 74,282 62,139 14,293 12,941

前　年　度 3,714 28,483 23,340 12,000 0

(千円）

手　当

0

64 67,000

手　当区　　　　分
扶　養 期　末 勤　勉 時間外勤務 管理職

手　当 手　当

本　年　度 17,418 102,765 85,479 26,293 12,941

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

手　当 手　当

報　　酬 給　　料

（５）

児　童
手　当手　当

通　勤 特殊勤務
手　当手　当 手　当

1,021,463

合　　計
共　済　費

（厚生年金含）

２. 一般職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費

職　員　数
職員手当 計

(人) (千円） (千円） (千円）

538,132

254,787

73

20



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　　）内は、再任用職員について外書きしたもの

　　職員手当の内訳

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

44,783 691,708

160,931 0 0 67,000 1,018,860

327,15222,2170050,148108,975

220,879

790,929

254,787

536,142

461,075

110,783 0 0

前　　年　　度

124

52

72

0

0

0

（４）
本　　年　　度

（３）

△ 1
比　　　　　較

(人) (千円） (千円） (千円）

報　　酬 給　　料 職員手当

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費

職　員　数
計

(千円) (千円)

組合採用職員

負担金補助
及び交付金
（退職手当）

合　　計

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

共　済　費
（厚生年金含） 災害補償費 旅費

145,812

315,263

329,854

休日勤務 管理職特勤 住　居 児　童
手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当
扶　養 期　末 勤　勉 時間外勤務 管理職 通　勤 特殊勤務 夜間勤務

(千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 17,418 102,375 85,479 26,293 12,941 5,761 6,642 9,345 40,000 1,600 8,410 13,590

区　　　　分

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

前　年　度 3,714 28,483 23,340 12,000 0 4,500

比　　　較 13,704 73,892 62,139 14,293 5,745

3,600 20,738 0

1,810

2,400 3,600 6,600

9,090

区　　　　　分 増　減　額　(千円） 増　減　事　由　別　内　訳　(千円） 説　　　　明 備　　　　考

12,941 19,262 1,600

再任用分含む

3,361 3,042

再任用分含む
職　員　手　当 220,879

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 0

そ の 他 の 増 減 分 220,879

給　　　　　　料 315,263

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 1,666

そ の 他 の 増 減 分 310,062

昇 給 に 伴 う 増 加 分 3,535
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　　イ　会計年度任用職員

※（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員に比し短い職員について外書きしたもの

　　職員手当の内訳

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

本　　年　　度

前　　年　　度

比　　　　　較
1

0

1

（１）

0 0

1,600 0 390 1,990 349 200

組合採用職員

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費
共　済　費

（厚生年金含）

負担金補助
及び交付金
（退職手当）

職　員　数 災害補償費 旅費 合　　計

報　　酬 給　　料 職員手当 計

(人) (千円） (千円） (千円） (千円）(千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

64 0 2,603

0 0

1

（0）
0

64

0 0 0 0

1,600 0 390 1,990 349 200

0 2,603

管理職

(千円)

管理職特勤 住　居

手　当 手　当手　当
扶　養 期　末 通　勤 特殊勤務 夜間勤務 休日勤務

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)(千円)

本　年　度 0 390 0 0

区　　　　分

(千円) (千円) (千円) (千円)

児　童
手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当手　当

勤　勉 時間外勤務

前　年　度 0 0 0 0 0

区　　　　　分 増　減　額　(千円） 増　減　事　由　別　内　訳　(千円）

比　　　較 0 390 0

0 0 0

0 0

0

0 0

0

0 0 0

0 00 0

0 00

説　　　　明 備　　　　考

職　員　手　当 390
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

0 0 0

給　　　　　　料 0

0 0

そ の 他 の 増 減 分 390

昇 給 に 伴 う 増 加 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
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（3）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

組合採用職員

大　　学　　卒 224,600 227,600

技　能　職　(円)

高　　校　　卒 188,100 191,800

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 27.0

区　　　　　　分 行　政　職　(円） 公　安　職　(円） 技　能　職　(円）
国　　　の　　　制　　　度

行　政　職　(円) 公　安　職　(円)

令和５年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 234,801

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 318,448

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

令和６年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 248,793

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 323,236

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 28.7
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　　ウ　級　別　職　員　数

　　（級別の標準的な職務分類）

100.0

18 40.0 ２　級

組合採用職員

１　消防副士長の階
級にある者
２　相当の知識又は
経験を必要とする
業務を行う消防士

一般的な知識又は
経験を必要とする
業務を行う消防士

区　　　　　　　分

公　　　安　　　職

消防長で、消防監
の階級にある者

１　次長で、消防司
令長の階級にある
者
２　課長で、消防司
令長又は消防司令
の階級にある者
３　消防署長で、消
防司令長又は消防
司令の階級にある
者
４　主幹の職務を担
当し、消防司令の
階級にある者

１　課長代理の職務
を担当し、消防司
令の階級にある者
２　副署長で、消防
司令の階級にある
者
３　副主幹の職務を
担当し、消防司令
の階級にある者

１　係長の職務を担
当し、消防司令又
は消防司令補の階
級にある者
２　主査の職務を担
当し、消防司令補
の階級にある者

主任の職務を担当
し、消防士長の階
級にある者

計

７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

１　級 １　級 21

３　級 ３　級 6 13.3 ３　級

46.7 １　級

0.0
４　級 ４　級 0 0.0 ４　級

0.0
６　級 ６　級 0 0.0

令和５年１月１日現在

７　級 ７　級 0

２　級 ２　級

５　級 ５　級 0

計 計 45

計 計 51 100.0 計

１　級 １　級 25 49.0 １　級

３　級

２　級 ２　級 14 27.5 ２　級

３　級 ３　級 10 19.6

４　級 ４　級 2 3.9 ４　級

６　級 0 0.0
５　級 ５　級 0 0.0

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

令和６年１月１日現在

７　級 ７　級 0 0.0

区　　　　　　分
行　　　　政　　　　職 公　　　　安　　　　職 技　　　　能　　　　職

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％) 級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

６　級
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　　エ　昇　給

　　オ　期末手当・勤勉手当

組合採用職員

国　 の　 制　 度 2.250 2.250 4.50 有

前　　　年　　　度 2.200 2.300 4.50 有

本　　　年　　　度 2.250 2.250 4.50 有

区　　　　　分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率 支　　給　　率　　計 職制上の段階、職務の

備　　　　考

4 4

６　月　（月分） 12　月　（月分） （月分） 級等による加算措置　

４号給　　（人） 41 41

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 95.9 95.9

１号給　　（人） 0 0前
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 49 49

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人） 47 47

2

２号給　　（人） 0 0

３号給　　（人）

４号給　　（人） 110 1 109

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 92.7 100.0 92.7

1 114

３号給　　（人） 5 5

２号給　　（人） 0

１号給　　（人） 0 0

0

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計
代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

本
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人）

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

５号給　　（人） 0 0

６号給　　（人） 2

124 1 123

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人） 115
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　キ　特　殊　勤　務　手　当

　　ク　そ　の　他　の　手　当

組合採用職員

通　　　　　　　　　勤　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 距離区分ごとの金額

扶　　　　　　　　　養　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 同

住　　　　　　　　　居　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 基準となる家賃額

（令和６年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 救急業務手当、新型コロナウイルス感染症手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 国　　の　　制　　度　　と　　の　　異　　同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

給料総額に対する比率　（％） 0.84 0.84

支給対象職員の比率　　（％）
100.0 100.0

特 例 措 置

区　　　　　　分 全　　職　　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

特 例 措 置

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

（支給率等）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職

備　　　　　　考
（月　分） （月　分） （月　分） （月　分） 加　算　措　置　等

そ　　の　　他　　の
区　　　　　　　　分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度
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（1）　総　　　　括

　　職員手当の内訳

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

前　年　度

本　年　度 0

290,247

比　　　　　較 △ 31 0 △ 138,865 △ 103,841 △ 242,706 △ 47,541 △ 290,247

(千円)

0

26,0007,000 32,233

区　　　　分
扶　養 期　末

(千円) (千円) (千円)

0

前　　年　　度 31 0 138,865 103,841 242,706

本　　年　　度 0 0 0 0 0

そ の 他 の 増 減 分 △ 138,865

△ 1,500

11,000 1,100 1,1741,5009,000 7,534 1,300 2,000

0 0 0 0

休日勤務通　勤 管理職特勤
手　当 手　当 手　当

職　員　手　当 △ 103,841
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 103,841

給　　　　　　料 △ 138,865

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

区　　　　　分 増　減　額　(千円） 増　減　事　由　別　内　訳　(千円） 説　　　　明 備　　　　考

△ 1,300 △ 2,000 △ 11,000 △ 1,100 △ 1,174比　　　較 △ 7,000 △ 32,233 △ 26,000 △ 9,000 △ 7,534

(千円) (千円)

0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円)

給　　料 職員手当 計

47,541

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当

0

２. 一般職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費

4,000

魚津市派遣職員

(千円）(人) (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

合　　計

手　当手　当

△ 4,000

職　員　数 備　　考共　済　費

0

(千円)

手　当
住　居 児　童

手　当

(千円)

0

勤　勉 時間外勤務 管理職 特殊勤務 夜間勤務

報　　酬
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魚津市派遣職員

（3）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

大　　学　　卒

高　　校　　卒

474,220

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 53.0 46.1

区　　　　　　分 行　政　職　(円） 公　安　職　(円） 技　能　職　(円）
国　　　の　　　制　　　度

行　政　職　(円) 公　安　職　(円) 技　能　職　(円)

令和５年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 380,700 369,807

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 383,300

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

令和６年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 378,300 373,843

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 378,300 465,777

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 52.0 46.6
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　　ウ　級　別　職　員　数

　　（級別の標準的な職務分類）

魚津市派遣職員

２　　　級 １　　　級

公　　　安　　　職

１　消防長で、消防
監の階級にある者
２　次長で、消防司
令長の階級にある
者
３　参事で、消防司
令長の階級にある
者

１　課長で、消防司
令長又は消防司令
の階級にある者
２　消防署長で、消
防司令長又は消防
司令の階級にある
者
３　主幹の職務を担
当し、消防司令の
階級にある者

１　課長代理の職務
を担当し、消防司
令の階級にある者
２　副署長で、消防
司令の階級にある
者
３　副主幹の職務を
担当し、消防司令
の階級にある者

１　係長の職務を担
当し、消防司令又
は消防司令補の階
級にある者
２　主査の職務を担
当し、消防司令補
の階級にある者

主任の職務を担当
し、消防士長の階
級にある者

１　消防副士長の階
級にある者
２　相当の知識又は
経験を必要とする
業務を行う消防士

一般的な知識又は
経験を必要とする
業務を行う消防士

区　　　　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級

１　　　級

行　　　政　　　職

部長、会計管理
者、次長及び参事
の職務

課長及び主幹の職
務

課長代理及び副主
幹の職務

係長、指導主事及
び主査の職務

主任の職務

計 1 100.0 計 30 100.0

高度な知識又は経
験を要する主事及
び技師の職務

定型的な業務を行
う主事及び技師の
職務

計

区　　　　　　　分 ７　　　級 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級

令和５年１月１日現在

0 0.0 ２　級

0.0 １　級

３　級 0 0.0 ３　級 5 16.7 ３　級

１　級 0 0.0 １　級 0

２　級 0 0.0 ２　級

４　級 1 100.0 ４　級 11 36.7 ４　級

５　級 0 0.0 ５　級 8 26.7 ５　級

3.2
６　級 0 0.0 ６　級 5 16.7

７　級 0 0.0 ７　級 1

計 1 100.0 計 30 100.0 計

１　級 0 0.0 １　級 0 0.0 １　級

３　級

２　級 0 0.0 ２　級 0 0.0 ２　級

３　級 0 0.0 ３　級 5 16.7

４　級 1 100.0 ４　級 12 40.0 ４　級

0 0.0 ６　級 12 40.0
５　級 0 0.0 ５　級 0 0.0 ５　級

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

令和６年１月１日現在

７　級 0 0.0 ７　級 1 3.3

区　　　　　　分
行　　　　政　　　　職 公　　　　安　　　　職 技　　　　能　　　　職

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％) 級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

６　級
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　　エ　昇　給

　　オ　期末手当・勤勉手当

※特定幹部職員を除く

魚津市派遣職員

2.200 2.300 4.50

本　　　年　　　度

職制上の段階、職務の
備　　　　考

級等による加算措置　

4号給　　（人）
号 給 数 別 内 訳

0

2

区　　　　　分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率 支　　給　　率　　計

６　月　（月分） 12　月　（月分） （月分）

26 1 25

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 90.3 100.0 90.0

0

2号給　　（人） 0 0 0

3号給　　（人） 0 0 0

2号給　　（人）

1号給　　（人） 0 0 0

4号給　　（人）

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

27

本
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人）

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人）

3号給　　（人）
号 給 数 別 内 訳

1号給　　（人）

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計
代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

前　　　年　　　度 有

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 31

0

1 30

5号給　　（人）

6号給　　（人）

前
　
年
　
度 0

2

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人） 28 1

国　 の　 制　 度 有2.250 2.250 4.50

30



　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　キ　特　殊　勤　務　手　当

　　ク　そ　の　他　の　手　当

魚津市派遣職員

通　　　　　　　　　勤　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 距離区分ごとの金額

扶　　　　　　　　　養　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 同

住　　　　　　　　　居　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 基準となる家賃額

（令和６年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 救急業務手当、火災出動手当、新型コロナウイルス感染症手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 国　　の　　制　　度　　と　　の　　異　　同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　　（％）
100.0 100.0

特 例 措 置

区　　　　　　分 全　　職　　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

特 例 措 置

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

（支給率等）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職

備　　　　　　考
（月　分） （月　分） （月　分） （月　分） 加　算　措　置　等

そ　　の　　他　　の
区　　　　　　　　分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度
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（1）　総　　　　括

　　職員手当の内訳

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

職　員　手　当 △ 62,873
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 62,873

区　　　　　分 増　減　額　(千円） 増　減　事　由　別　内　訳　(千円） 説　　　　明 備　　　　考

給　　　　　　料 △ 81,475

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 81,475

△ 1,300 △ 1,100 △ 1,800 △ 9,000 △ 336 △ 3,695△ 150比　　　較 △ 4,300 △ 18,137 △ 14,455 △ 6,300 △ 2,300

1,300 1,100 1,800 9,000 336 3,695前　年　度 4,300 18,137 14,455 6,300 2,300 150

0 0 0 0 0 0本　年　度 0 0 0 0 0 0

(千円)(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当
住　居 児　童

手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当
管理職特勤

手　当

144,348 28,500

本　　年　　度 0 0 0 0 0 0 0

前　　年　　度 19

(千円） (千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　　　分
扶　養 期　末 勤　勉 時間外勤務 管理職 通　勤 特殊勤務

△ 28,500

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

夜間勤務 休日勤務

共　済　費 合　　計 備　　考

(千円） (千円） (千円）

２. 一般職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費

職　員　数

滑川市派遣職員

(人) (千円）

172,8480 81,475 62,873

比　　　　　較 △ 19 0 △ 81,475 △ 62,873 △ 144,348 △ 172,848
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（3）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

滑川市派遣職員

大　　学　　卒

技　能　職　(円)

高　　校　　卒

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 43.6

区　　　　　　分 行　政　職　(円） 公　安　職　(円） 技　能　職　(円）
国　　　の　　　制　　　度

行　政　職　(円) 公　安　職　(円)

令和５年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 365,163

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 463,488

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

令和６年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 351,084

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 449,332

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 45.1
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　　ウ　級　別　職　員　数

　　（級別の標準的な職務分類）

滑川市派遣職員

消防に関する定型
的な業務を行う職
務公　　安　　職

消防に関する次長
及び参事の職務

消防に関する課長
及び主幹の職務

１　消防に関する課
長補佐の職務
２　消防に関する係
長及び主査の職務

消防に関する主任
の職務

消防に関する特に
高度な知識又は経
験を必要とする業
務を行う職務

区　　　　　　　分 ６　　　級 ５　　　級 ４　　　級 ３　　　級 ２　　　級 １　　　級

１　級

計 計 19 100.0 計

１　級 １　級 0 0.0
0 0.0 ２　級

３　級 ３　級 7 36.8
２　級

３　級

0.0

４　級 ４　級 8 42.1 ４　級

５　級 ５　級 4 21.1

計

令和５年１月１日現在

７　級

２　級

計 計 19 100.0

６　級 ６　級 0 0.0

１　級 １　級 0 0.0 １　級

２　級 ２　級 0 0.0 ２　級

４　級

３　級 ３　級 6 31.6 ３　級

3 15.8
４　級 ４　級 9 47.3

５　級

６　級 ６　級 1 5.3

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

令和６年１月１日現在

７　級 0.0

区　　　　　　分
行　　　　政　　　　職 公　　　　安　　　　職 技　　　　能　　　　職

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％) 級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

５　級
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　　エ　昇　給

　　オ　期末手当・勤勉手当

※特定幹部職員を除く

滑川市派遣職員

4.50

本　　　年　　　度

職制上の段階、職務の
備　　　　考

級等による加算措置　

４号給　　（人） 17 17

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 94.4 94.4

0

３号給　　（人） 0

２号給　　（人） 0

2.250 2.250 4.50

区　　　　　分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率 支　　給　　率　　計

６　月　（月分） 12　月　（月分） （月分）

国　 の　 制　 度

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

前
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 18 18

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人） 17 17

0
号 給 数 別 内 訳

１号給　　（人） 0 0

号 給 数 別 内 訳

１号給　　（人）

２号給　　（人）

４号給　　（人）

３号給　　（人）

有

2.200 2.300

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計
代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

前　　　年　　　度 有

本
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人）

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人）
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　キ　特　殊　勤　務　手　当

　　ク　そ　の　他　の　手　当

滑川市派遣職員

通　　　　　　　　　勤　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 距離区分ごとの金額

扶　　　　　　　　　養　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 同

住　　　　　　　　　居　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 基準となる家賃額

（令和６年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 救急傷病者搬送手当、新型コロナウイルス感染症手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 国　　の　　制　　度　　と　　の　　異　　同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　　（％）
100.0 100.0

特 例 措 置

区　　　　　　分 全　　職　　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

特 例 措 置

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

（支給率等）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職

備　　　　　　考
（月　分） （月　分） （月　分） （月　分） 加　算　措　置　等

そ　　の　　他　　の
区　　　　　　　　分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度
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（1）　総　　　　括

　　職員手当の内訳

（2）　給料及び職員手当の増減額の明細

給　　　　　　料 △ 73,000

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

職　員　手　当 △ 56,915
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 56,915

区　　　　　分 増　減　額　(千円） 増　減　事　由　別　内　訳　(千円） 説　　　　明 備　　　　考

比　　　較 △ 3,358 △ 16,000 △ 13,000 △ 5,157 △ 2,200

そ の 他 の 増 減 分 △ 73,000

2,200 9,000 500

0 0 0 0 0

△ 900 △ 2,000 △ 2,200 △ 9,000 △ 500

前　年　度 3,358 16,000 13,000 5,157

(千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 0 0 0 0 0

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

2,200 900 2,000

休日勤務 住　居
手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当手　当 手　当 手　当

通　勤 特殊勤務 夜間勤務
区　　　　分

扶　養 期　末 勤　勉 時間外勤務 管理職
手　当

比　　　　　較 △ 19 0 △ 73,000 △ 56,915

前　　年　　度 19 0 73,000 56,915 129,915 25,693 155,608

△ 25,693 △ 155,608△ 129,915

(千円） (千円）

本　　年　　度 0 0 0 0 0 0

(人) (千円） (千円） (千円） (千円）

0

２. 一般職

区　　　分

給　　　　　与　　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当

合　　計

計
職　員　数 共　済　費

上市町派遣職員

児　童
手　当

(千円)

0

2,200

△ 2,200

管理職特勤
手　当

(千円)

0

400

△ 400

備　　考
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（3）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　　任　　給

上市町派遣職員

大　　学　　卒

技　能　職　(円)

高　　校　　卒

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 44.4

区　　　　　　分 行　政　職　(円） 公　安　職　(円） 技　能　職　(円）
国　　　の　　　制　　　度

行　政　職　(円) 公　安　職　(円)

令和５年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 331,084

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 419,505

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

令和６年１月１日現在

平　　均　　給　　料　　月　　額　　(円) 322,774

平　　均　　給　　与　　月　　額　　(円) 406,461

平　　　　均　　　　年　　　　齢　　　(歳) 45.4
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　　ウ　級　別　職　員　数

　　（級別の標準的な職務分類）

相当高度の知識又
は経験を必要とす
る業務を行う職務

計

１　　　級

令和５年１月１日現在

４　　　級 ３　　　級 ２　　　級

１　級0 0.0 １　級

２　級 3 15.8 ２　級

３　級

上市町派遣職員

定型的な業務を行
う職務

行　　　　政　　　　職

１　教育次長の職務
２　課長の職務

主幹の職務 １　課長代理の職務
２　３級の項に規定
する職務のうち町
長が特に必要と認
める職務

１　係長の職務
２　主任の職務

区　　　　　　　分 ６　　　級 ５　　　級

計 19 100.0 計

２　級

１　級

12 63.1 ３　級 ３　級

４　級 1 5.3 ４　級 ４　級

５　級 2 10.5 ５　級

６　級 1 5.3 ６　級

0.0

計 19 100.0 計 計

１　級 0 0.0 １　級 １　級

３　級

２　級 2 10.5 ２　級 ２　級

３　級 12 63.2 ３　級

４　級 2 10.5 ４　級 ４　級

1 5.3 ６　級

５　級 2 10.5 ５　級

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

令和６年１月１日現在

0.0

区　　　　　　分
行　　　　政　　　　職 公　　　　安　　　　職 技　　　　能　　　　職

級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％) 級 職　員　数　(人) 構　成　比　(％)

６　級
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　　エ　昇　給

　　オ　期末手当・勤勉手当

上市町派遣職員

国　 の　 制　 度 2.250 2.250 4.50 有

前　　　年　　　度 2.200 2.300 4.50 有

本　　　年　　　度

区　　　　　分
支　　　給　　　期　　　別　　　支　　　給　　　率 支　　給　　率　　計 職制上の段階、職務の

備　　　　考

１号給　　（人） 0 0

２号給　　（人） 0 0

６　月　（月分） 12　月　（月分） （月分） 級等による加算措置　

４号給　　（人） 16 16

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％） 84.2 84.2

　比　　　　　　　　　率　　　　　　　　　（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

前
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人） 19 19

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人） 16 16

３号給　　（人） 0 0
号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

１号給　　（人）

２号給　　（人）

４号給　　（人）

区　　　　　　　　　　　分 合　　　計
代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

本
　
年
　
度

　職　　　　員　　　　数　　　　　　　　　　　　（Ａ）　　（人）

　昇　給　に　係　る　職　員　数　　　　　　（Ｂ）　　（人）

３号給　　（人）
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　キ　特　殊　勤　務　手　当

　　ク　そ　の　他　の　手　当

上市町派遣職員

通　　　　　　　　　勤　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 同

扶　　　　　　　　　養　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 同

住　　　　　　　　　居　　　　　　　　　手　　　　　　　　　当 異 基準となる家賃額

（令和６年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 緊急出動手当、新型コロナウイルス感染症手当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 国　　の　　制　　度　　と　　の　　異　　同 差　　　異　　　の　　　内　　　容

給料総額に対する比率　（％）

支給対象職員の比率　　（％）
100.0 100.0

特 例 措 置

区　　　　　　分 全　　職　　種
代　　表　　的　　な　　職　　種

行　　政　　職 公　　安　　職 技　　能　　職

特 例 措 置

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期 退 職

（支給率等）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期 退 職

備　　　　　　考
（月　分） （月　分） （月　分） （月　分） 加　算　措　置　等

そ　　の　　他　　の
区　　　　　　　　分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度
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